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工事を行う場合は、その内容に応じて公害関係法令に基づく申請・届出・報告が

必要となる場合があります。 

 

＜事前相談＞ 

 申請･届出･報告にあたって必要な情報を整理するため、事前にご相談くださ

い。手続には日数がかかる場合がありますので、設備等の計画が概ね決定した段

階で余裕をもってご相談ください。 

 

＜手続方法＞ 

 申請・届出・報告は、次の各＜手続案内（町田市ホームページ）＞をご確認い

ただき、窓口、郵送又はオンラインにてご提出ください。 

 オンラインを利用できる届出については、町田市ホームページ「まちドア」又

は「オンラインで行える公害関係の届出」をご覧ください。 

 

＜注釈＞ 

 「手続が必要となる要件」は代表的なものであり、全てを網羅しているわけで

はありません。 

 「環境確保条例」とは「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」のこ

とです。 

 

＜手続の種類＞ 

～工場・指定作業場関係～ 

 工場設置・変更認可申請の手続（環境確保条例） 

 指定作業場設置・変更届出の手続（環境確保条例） 

～騒音・振動（特定施設）関係～ 

 特定施設の手続（騒音規制法・振動規制法） 

～水・土壌関係～ 

 特定施設の手続（水質汚濁防止法） 

 土壌汚染対策の手続（土壌汚染対策法・環境確保条例） 

 地下水揚水施設（井戸）の設置・変更の手続（環境確保条例） 

～その他～ 

 中高層建築物によるテレビ等の電波障害の報告 

～大気（石綿）関係～ 

 特定粉じん排出等作業の手続（大気汚染防止法・環境確保条例） 

 石綿事前調査結果の報告（大気汚染防止法） 

～騒音・振動（特定建設作業）関係～ 

 特定建設作業の手続（騒音規制法・振動規制法） 



手続の種類 手続が必要となる要件 いつまでに 対象者 特記事項 
手続案内 

（町田市ホームページ） 

工場設置・変更認可

申請の手続（環境確

保条例） 

工場を新たに設置又は施設等を変更しようとするとき 工事着工の 60

日前まで 

工場を設置又は変

更しようとする者 

・中高層建築物等に関する指導要綱に該当する建築物の場合、

中高層協議前に図面を一度提出していただく場合があります。 

・有害物質取扱事業者における一部建て替え、土地の切り盛り

は、土壌調査が必要になることがあります。 

・工場の一例(詳細は市ホームページをご覧ください)：定格出

力の合計が 2.2kW 以上の原動機を資料する物品の製造、加工

又は作業を常時行う工場 

・工場の認可 

 

 

・都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例(環境確保条

例)に基づく届出様式 

・土壌汚染対策に関する届出 

・揚水施設（井戸）の届出 

・化学物質の適正管理 

指定作業場設置・変

更届出の手続（環境

確保条例） 

指定作業場を新たに設置又は施設等を変更しようとするとき 工事着工の 30

日前まで 

指定作業場を設置

又は変更しようと

する者 

・中高層建築物等に関する指導要綱に該当する建築物の場合、

中高層協議前に図面を一度提出していただく場合があります。 

・有害物質取扱事業者における一部建て替え、土地の切り盛り

は、土壌調査が必要になることがあります。 

・指定作業場の一例(詳細は市ホームページをご覧ください)：

自動車駐車場(20 台以上)、ガソリンスタンド、材料置場、ボ

イラーを有する事業場、地下水揚水施設を有する事業場 

・指定作業場の届出 

 

 

・都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例(環境確保条

例)に基づく届出様式 

・土壌汚染対策に関する届出 

・揚水施設（井戸）の届出 

・化学物質の適正管理 

特定施設の手続（騒

音規制法・振動規制

法） 

特定施設を設置しようとするとき又は特定施設の種類ごとの数

及び防止の方法を変更しようとするとき 

工事着手予定日

の 30 日前まで 

特定施設を設置又

は変更しようとす

る者 

特定施設の一例(詳細は市ホームページをご覧ください)：（騒

音）原動機の定格出力が 7.5kW 以上の空気圧縮機、（振動）原

動機の定格出力が 7.5kW 以上の圧縮機 

騒音規制法・振動 

規制法の特定施設 

特定施設の手続（水

質汚濁防止法） 

特定施設を設置しようとするとき又は特定施設の構造等を変更

しようとするとき 

工事着手予定日

の 60 日前まで 

工場又は事業場か

ら公共用水域に水

を排出する者 

特定施設の一例(詳細は市ホームページをご覧ください)：酸又

はアルカリによる表面処理施設、ちゅう房施設、洗濯施設、入

浴施設、洗浄施設 

水質汚濁防止法 

に基づく届出 

土壌汚染対策の手続

（①土壌汚染対策法・

②環境確保条例） 

①3,000 平方メートル以上の土地の形質の変更（土地の形状を

変更する行為全般）をしようとするとき（法） 

②3,000 平方メートル以上の敷地内において土地の改変（土地

の形質の変更並びに土地の切り盛り、掘削及び造成）をしよう

とするとき（環境確保条例） 

①土地の形質の

変更の着手の

30 日前まで 

②土地の改変に

着手する前まで 

①土地の形質の変

更をしようとする

者 

②土地の改変を行

う者 

環境確保条例第 117 条については、東京都多摩環境事務所環

境改善課土壌地下水対策担当にお問合せください 

土壌汚染対策に関する届出 

地下水揚水施設（井

戸）の設置・変更の手

続（環境確保条例） 

揚水機の出力が 300W を超える地下水揚水施設を設置又は変

更しようとするとき（一戸建て住宅で家事の用のみに供するも

のを除く） 

工事着工日の

60 日（工場）、

30 日（指定作業

場）前まで 

地下水揚水施設を

設置又は変更しよ

うとする者 

構造基準・揚水量規制が適用される場合があります。 揚水施設(井戸) 

の届出 

中高層建築物による

テレビ等の電波障害

の報告 

建築事業等によって放送電波障害が発生するおそれがある地域

を事前に調査したとき 

調査後速やかに 建築事業者  町田市中高層建築物等 

に関する指導要綱関係 

特定粉じん排出等作

業の手続（大気汚染

防止法・環境確保条

例） 

石綿を含有する吹付け材(レベル 1)や保温材(レベル 2)等が使

用されている建築物等を解体、改造、補修する作業をしようと

するとき（法）。また、次の規模要件に該当するとき（条例） 

・吹付け石綿（レベル 1）の施工面積が 15 平方メートル以上 

・建築物の延べ面積が 500 平方メートル以上 

特定粉じん排出

等作業の開始日

の 14 日前まで 

特定粉じん排出等

作業の発注者又は

自主施工者 

・対象建築物の延べ床面積が 2,000 平方メートル以上、また

は工作物の場合は、東京都多摩環境事務所環境改善課大気担当

にお問合せください。 

・有資格者によるアスベスト事前調査を行う必要があります。 

・事前調査の対象には報告の要否に関わらず、解体工事のほか、

建物の模様替えや修繕等の改修工事、建築設備の取付・取外し・

修理等の工事も含まれます。 

アスベスト(石綿)含有建築物解

体等工事に係る届出 

石綿事前調査結果の

報告（大気汚染防止

法） 

石綿の有無によらず次のいずれかに該当し、建築物等の解体・

改修・工事をしようとするとき 

・建築物の解体工事（解体作業対象の床面積 80 平方メートル

以上） 

・建築物の改修工事（請負金額 100 万円以上(税込)） 

・工作物の解体・改修工事（請負金額 100 万円以上(税込)） 

解体・改修工事

着工前まで 

解体等工事の元請

業者又は自主施工

者 

特定建設作業の手続

（騒音規制法・振動

規制法） 

特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとするとき 特定建設作業開

始日の 7 日前ま

で 

特定建設作業を伴

う建設工事を施工

しようとする者 

特定建設作業の一例(詳細は市ホームページをご覧ください)：

くい打ち機、びょう打機、さく岩機、舗装版破砕機、ブレーカ

ー 

特定建設作業実施届 

 


